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けではありません。主要な疾病ごとに使える薬でありますとか、その治療の順番まで決められていたわ

けです。今のように、医師の裁量で国民が必要なサービスすべてを受けられたわけではないということ

です。

　それから、給付率も国民健康保険、それから被用者保険の被扶養者につきましては５割給付であり、

７割給付ではありませんでした。1961年から1973年にかけ、制限診療の撤廃、給付率の引上げ、高額療

養費制度の導入等が行われ、国民皆保険の実質が具備されました。その意味では、日本で本当の意味で

国民皆保険が達成されたのは実は1973年という見方もできます。

〔図：日本の人口の推移（年齢３区分　1880－2110年〕

　問題は、1961年から1973年にかけてなぜ国民皆保険の実現・成熟ができたのかということです。この

図をご覧いただきますとおわかりの通り、この当時、人口は増えていただけでなく、高齢化率も1973年

時点で7.5％程度であり生産年齢人口の割合も増えていたのです。ちなみに、年少人口が若干減ってい

るように見えますが、これは出生率の低下によるものではありません。団塊の世代がこの時期に生産年

齢に移行したために、年少人口が減って生産年齢人口が増えたからです。いずれにせよ、当時は「右肩

上がり」の社会経済だったということです。

　これは、「逆も真なり」です。私が懸念しておりますのは、今後、日本の社会経済の「右肩下がり」

が加速すれば、日本の国民皆保険はいわば1973年から1961年に遡るようなことになる、つまり国民皆保
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険が形骸化するのではないかということです。

〔人口ピラミッドの変化（1960、2010、2060年）〕

　まず人口について見てみますと、人口ピラミッドはもうピラミッドの形状をなしていません。こうい

うジョークがあります。「昔、あるところにおじいさんとおばあさんがおりました。今はどこにでもい

ます」（笑）。しかし、今言った「おじいさんとおばあさん」を「100歳以上」に置き換えますとジョー

クになりません。ここに書いてありますように、100歳以上の人の数をはじめて全国調査したのは1963

年のことでしたが、そのときは、たかだか153人しかおりませんでした。それが2010年には4.4万人、今

年の秋には6.2万人います。そして、2060年には約64万人になると見込まれています。小さな県よりも

100歳以上の人口が多くなってしまうということです。

　そうなりますと、例えば地域包括ケアや在宅医療の実態も変わります。例えば在宅医療というと、85

歳の方をその娘が支えているといったイメージかもしれませんが、105歳の方を75歳の後期高齢者の方

が支えている。あるいは支え切れずに、さらにその孫が支えているようなイメージに変わってくるとい

うことです。

〔将来人口の基本指標〕

　もう一つ。これは総人口とか主な指標を並べたものですけれども、とくに見ていただきたいのは、お
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年寄りを生産年齢人口何人で支えるかということです。ここをご覧いただきますと、2010年は2.8人で

一人を支える社会だったのが、2060年には1.3人で一人を支える社会になるということです。

　生産年齢人口が15歳から64歳というのは、ちょっと日本の実態に合いません。高校進学率、大学進学

率が高いことや、70歳手前ぐらいまで元気な人は数多くいるからです。そこで、生産年齢人口を20歳か

ら69歳として計算し直した数字が１番右ですが、その結果を見ますと、少し緩やかになりますけれども、

それでも2060年をご覧いただきますと、1.6人で一人を支える社会ですから、相当厳しいことには変わ

りないということです。

〔図：都道府県別高齢化率（2010年）×人口減少率（2010～2040年）〕

　地域ごとの考察も重要です。この図の見方ですが、2010年の47都道府県の人口が増えているか、減っ

ているか、それから、高齢化率がどうなっているかということをドットしたものです。これをご覧いた

だきますと、高齢化が進んでいる地域ほど人口の減少も速い傾向がみてとれます。

　2040年も同じようにドットしたものです。これをご覧いただきますと、2010年の時点で最も高齢化率

が高いのは秋田県であり29.6％です。2040年で最も高齢化率の低いのは沖縄であり30.3％です。つまり、

今、最も高齢化が進んでいる秋田よりも、2040年の最も高齢化率が低い沖縄県がそれを追い越してしま

うということです。また、47都道府県がすべて人口減少になることも注目していただきいと思います。
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〔図：市区町村別75歳以上人口比率（東京都：2010年）〕

　もう少し理解しやすいように、75歳以上人口の比率で見てみました。これは2010年の東京都です。ほ

とんどの市区町村は75歳以上の比率が１割を切っています。

〔図：市区町村別75歳以上人口比率（東京都：2040年）〕

　それが2040年になりますとどうなるかというと、こういう具合に変わります。もう１割を切っている

市区町村はありません。例えば多摩市は１割未満から20％を超すことになります。これは高度成長期に

多摩ニュータウンが造成され、その時点では最も高齢化率が低かった市なのですけれども、その当時は

若かった人が高齢期を迎え一挙に高齢化が進むためです。

〔図：市区町村別75歳以上人口比率（秋田県：2010年）〕

　もう一つ象徴的なのは秋田県です。秋田県は2010年でも75歳以上人口が１割未満の市町村はありませ

ん。

〔図：市区町村別75歳以上人口比率（秋田県：2040年）〕

　それが2040年にどういう状況になるかといいますと、こういうことになります。大潟村というのは、

八郎潟を干拓したところで大規模生産農家がいるところです。大潟村を除きますと、すべての秋田県の
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市町村は、2040年には75歳以上人口が25％を超えるということになります。たかだか30年の間にこれほ

ど急激に人口構造が変わってしまうということです。

〔社会保障関係費の増加と税収の減少〕

　社会保障関係費を見てみますと、先ほど、ご紹介がありましたように、平成２年度、1990年ですけれ

ども、このときは赤字国債発行から脱却した年度です。この間、ほとんど物価の変動はありませんので、

実額で比べてみても結構だと思いますが、公共事業とか防衛費でありますとか、文教・科学技術振興費

はほとんど増えておりません。交付税もほとんど増えていません。増えているのは社会保障費と国債費

です。

　一方、税収はどうかというと、景気の低迷等により税収は落ち込んでいます。逆に言いますと、高齢

化等に伴って社会保障費が増えていき、ほかの経費もあまり減らすことはできない一方、税収は落ち込

んでいるので、特例公債の増発を余儀なくされているということですが、このような状態が永続できる

はずがありません。

　見方を変えますと、社会保障だけが赤字国債の発行原因ではありませんけれども、特例公債というの

は、将来世代へのツケ回しですから、実を言うと、社会保障も含めた日本の財政はファイナンスがきち

んとできていないのです。
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〔わが国の財政健全化目標〕

　したがって、財務省は、2020年度に国・地方を合わせたプライマリーバランスの黒字化、すなわち新

たな借金はしないという政策目標を掲げており、社会保障制度改革のプレッシャーが高まっています。

〔社会保障給付費および負担額の将来推計〕

　社会保障の持続可能性といいますと、これまで年金に主眼が置かれていたと思いますが、この図の一

番右のところをご覧いただきますと、年金は、実を言うと、それほどは増えない。なぜかといいますと、

年金は煎じ詰めれば「お金の移転」だけの話であり、2004年の年金法の大改正により、年金給付は掛金

の範囲内で賄うという改革がなされました。ところが医療とか介護はそういうわけにいきません。した

がって、一番右の赤い数字を足していただいて39.4兆円で割りますと、75％になります。つまり、社会

保障の持続可能性の焦点は年金ではなくて、医療・介護にあたっていくということが強調したい点です。

〔年齢階級別受療数〕

　年齢階級別の医療費をみると、さすがに外来は80歳の前半ぐらいでピークアウトしますけれども、入

院は加齢に伴いひたすら増えていることがおわかりいただけると思います。
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〔高齢化の影響（入院患者の高齢化）〕

　高齢化の影響ということで、2011年の患者調査の結果を見ると、日本のベッドの半分は75歳以上で占

められています。30年前は、75歳以上の占有率が２割ぐらいでしたので、たかだか30年の間に様変わり

をしていることがおわかりいただけると思います。

〔人口の要素のみを考慮した国民医療費の将来推計（粗い試算）〕

　医療技術の進歩を無視して、人口の要素だけで計算したものです。2025年は、とくに注目していただ

きたいのは、２割弱の75歳以上の人が、単純計算しますと国民医療費の半分近くを使う状態になるとい

うことです。果たしてこれで世代間対立が起きないかという話です。

〔年齢階級別一人当たり医療費、自己負担額および保険料の比較（年額）〕

　もう一つ、これは、年齢階級別の医療費と自己負担額を比べたものです。先ほど申し上げたように、

年齢が高くなるに従いまして１人当たりの医療費は増えていきますから、下段をご覧いただきますと、

とくに保険料の割合が非常に小さくなっていることがお分かりいただけると思います。つまり、年金に

限らず、医療・介護につきましても世代間の配分の要素が非常に強くなっているということです。
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〔図：労働力人口に占める医療・福祉就業者の割合〕

　もう一つ重要なことは、医療サービスを提供する人がいませんと医療制度は成り立たないということ

です。これをご覧いただきますと、医療・福祉、これには介護も含みますが、2012年度では医療・福祉

の労働人口は全労働力人口の１割を超えております。それが2030年、最も自然体でごらんいただきます

と、労働力人口の16.1％、６人に１人が医療・介護・福祉に携わるということです。ちなみに、これは

製造業の就業者数よりむしろ多くなります。以上述べたのが、近未来の医療・介護の姿です。

〔医療・介護機能の再編の方向性（イメージ）〕

　そこで、国は医療・介護の機能の再編を図ろうとしているわけです。

〔看護体制（入院基本料）別の病床数の推移（概念図）〕

　看護体制につきましても一言申し上げておきたいことは、これまで日本の医療提供体制の改革手法は、

いわば「診療報酬一本足打法」だったのですけれども、社会保障制度改革国民会議は、「それではダメ

だ。計画的な手法を入れ込まなければいけない」と言ったわけです。なぜかというと、後で白川先生が

ご説明されるかもしれませんが、「診療報酬は失敗ばかりしているじゃないか。したがって、診療報酬

一本足打法ではなくて、計画的な手法を導入せよ」というのが大きな流れになったわけです。
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〔地域医療構想（ビジョン）の策定〕

　その一つが地域医療構想だということです。地域医療構想につきましては、後ほど、ご説明があると

思いますが、一言でいえば、典型的な計画的手法です。

〔2025年のあるべき病床数の推計結果について〕

　あるべき病床数の推計結果も、こちらのほうの内閣官房の専門調査会のほうで推計をしておりますが、

機能分化なしのまま高齢化等が進んでいきますと152万床ぐらいまで増えてしまうけれども、機能分化

を進めれば115万から119万程度でおさまるだろう。ただ、これについてもいろんな前提を置いての話で

ありますので、この通りになるわけではありませんけれども、これが、今、目指されている方向です。

〔医療的体制改革、医療費適正化計画策定等のスケジュール〕

　よく2025年問題でありますとか、最近は2035年問題とか言われますけれども、これはミスリードしや

すいと私は思っています。この図は財務省が作成した資料なのですけれども、これをご覧いただくと、

2018年に次期医療計画が始まります。そして、都道府県の医療費適正化計画も2018年度からスタートし

ます。そして、2018年度には診療報酬と介護報酬の同時改定が行われます。

　何を申し上げたいかというと、重要な医療政策のメニューは2018年度に結節するのです。奇妙に思わ

れるのは、なぜ国民健康保険の改革がここに載っているのかということだろうと思います。
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